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今からでも
遅くない



法改正対応は完了しましたか？

働き方改革関連法が施行されて8ヶ月が経過しました。

改正実施から1年経過を目前に、今一度、全社的に確認をお勧めします。

１．長時間労働の削減

２．年休取得の促進

３．労働時間の把握

４．産業医・産業保健機能の強化

★詳細はスライド５を参照。ご不明な点がありましたらどうぞご一報ください。
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法改正対応が働き方改革の真の目的の実現
に繋がっているか、も確認しましょう。

１．生産性
労働時間の短縮に向けての管理強化が社員の働く意欲を削いでしまっては生産性
の向上は望めません。

業務効率を優先することによって、社員の創意工夫のための時間がなくなっていませ
んか？

IT等のイノベーションを通じた時間短縮、不必要な業務の整理等、労働時間短縮
への支援策が十分かどうか、についても見直しましょう。

２．ワークライフバランス
年休取得日数のみではなく、「ワークライフバランス実現」のための付与となっているか、
社員の希望と業務の進行を鑑み、計画的な取得ができる体制の見直しをしましょう。

３．健康管理
労働時間の短縮だけに焦点を当てると、担当業務を完了できず、社員のメンタルヘ
ルスの悪化を招くことがあります。人員配置・業務の適切な振り分け等の管理が適
正に進められているか、社員の満足度やウエルネスについても目を向けましょう。
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併せて、



今後の実施される法改正への準備はすすんで
いますか？

１．同一労働同一賃金
大企業では来年4月1日、中小企業もその1年後には法改正実施日を迎えます。

非正規社員がいる場合は、その業務内容、評価方法、手当項目等の整理、見直しから、早めに準備を進
めていきましょう。

２．月60時間超の時間外労働の割増率（中小企業）
2023年4月1日から中小企業でも月60時間超の時間外労働が50％以上となります。

業務の整理・削減、人員配置、ITの活用等、準備を進めてはいかがでしょうか。

3． 民法改正に伴う賃金の時効消滅
現在2年の賃金の消滅時効期間の延長が議論されています。

消滅時効の期間が延びた場合、未払残業は経営に大きな影響を与えます。労働時間の適正な把握と割
増手当の基礎とする手当の範囲・割増率・支払に留意しておくことが肝要です。

管理監督者の範囲、事業場外のみなし労働のみなし時間、専門業務型裁量労働制・企画業務型裁量
労働制の適用対象者及び手続き等、労働時間制の不適切な適用により、賃金の未払を主張されるリスク
がないか、今一度確認しておきましょう。
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参考：制度改定後の運用チェック表
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